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１．まえがき 

1982 年 7 月 23 日の長崎豪雨災害 1),2）から 2012 年

で 30 年が経過した。災害発生後の復興状況を 10 年

ごとに見ていくと、10 年目の 1992 年は雲仙普賢岳

の火山災害の対策に追われていた時期で、長崎防災都

市構想で答申された復興事業が継続中であった。火山

災害の復興を考えるに当たって、長崎県防災都市構想

で検討した防災集団移転、避難路・避難地、防災公園

等の課題の整理や事例が役立った。火山災害時の被災

者対策はきめ細かく実施されたが、長崎豪雨後の被災

者対策は災害救助法による支援と義援金が主で、個人

の生活再建等の対策はほとんどなかった。災害後 10

年経過した時点で家族を亡くした遺族へのヒアリン

グ調査 3)では被災者支援の重要性を学んだ。 

20 年目の 2002 年時点では、中島川流域の既設ダ

ムや河川の改修を中心とする復興事業がまだ継続中

で、土砂災害対策は、土砂災害防止法の手続きが開始

されようとしていた 4)。また、気象警報等の細分化や

土砂災害関係の雨量基準の設定も検討の段階であっ

た。この頃には、長崎市が行っている斜面市街地のま

ちづくりも軌道に乗りつつあった。 

30 年目の 2012 年時点では、復興事業はほぼ終了

するとともに、長崎豪雨時に指摘された気象情報の課

題、土砂災害のソフト対策等が整備された 5)。また、

長崎豪雨災害時に顕在化した建物地下室の浸水、自動

車の冠水による機能障害等の都市災害についても検

討が行われた。しかし、災害体験の風化、社会構造の

変化、災害の巨大化等で長崎豪雨災害を振り返り、災

害継承をするとともに、自助・共助の減災対策を考え

る時期に来ていた。 

本稿は、長崎豪雨災害から 30 年に焦点を当て、こ

の間の復興対策の進展も踏まえた防災・減災の課題お

よび今後の取組みのあり方を取りまとめる。 

 

２．1982 長崎豪雨災害の特徴 

1982 年７月 23 日の夕・夜半に長崎県南部地方を

襲った集中豪雨は、長崎市近郊の長与町役場にて現在

でもわが国の観測史上最高である最大時間雨量 187

ミリを記録し、長崎市を中心に死者 299 人(内 4 人行

方不明)、家屋、農林、水産、土木等の被災総額 3,150

億円という大惨事をもたらした(当時の長崎県の年

間予算の約 70％)。災害の形態としては長崎市中心部

の都市水害と郊外部に主として発生した土石流等に

よる土砂災害の二面性を持つものであった 1),2)。当時

の防災対策は、ハード対策が中心で、土砂災害や

洪水に対する認識の不足や警戒避難体制等のソフ

ト対策が不十分であった。同時多発する災害に対

して道路の不通や電話の輻輳の結果、情報収集・

伝達、職員の招集、避難勧告の発令等の地域防災

計画が機能しなかった。大災害になった原因とし

ては、平地が乏しい長崎市では人口の増大ととも

に、住宅地が斜面地に拡大したことや明治以降に

大災害がなかったこともあって、都市基盤やライ

フラインの防災対策が不十分であったことである。 

 死者 299 人を出したことは、比較的狭い地域での

豪雨災害としては近年珍しく、国レベルの防災計画の

あり方に影響を与える社会的事件となった。土地利用

が高度になされ、極端な分業の上に成り立つ都市の脆

弱さが注目された。 

（１）都市水害に関して提起された問題 

この豪雨による都市水害の原因となった市内を流

れる主要河川は全て二級河川である。出水が急激で、
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洪水に対する前段的対応がとれなかったことおよび

都市構造に関して水災害に対する配慮が十分にはさ

れていなかったこともあって、次のような都市防災上

重要な問題が提起された。 

①多量の車流出被害：車運転中に路上で浮いて流され

て、人的被害があった。放置自動車が災害後の緊急自

動車通行の障害となった。 

②ライフラインの被害：水道・ガス管が河川を横断す

るところ、また、河川沿いの道路下に埋設されていた

管路が破壊された。ネットワーク化やブロック化がな

されていなかったので、被害が拡大した。 

③近代ビルの地下動力施設の被害：都市部での土地利

用の高度化に伴って、地下室のある建物が多い。この

地下室に機械室があった所では建物の機能回復に長

時間を要した。 

④文化財の保存：中島川下流部に架かる国の重要文化

財である眼鏡橋を中心とする石橋群の流失により文

化財保存と河川防災の融合について広範囲の議論と

対策が検討された。 

（２） 土砂災害の状況 

 土砂災害は土地利用を山地と谷間に求めて都市化

してきた長崎市の防災上の重要な問題である。土石流、

山崩れ、崖崩れ等の土砂崩壊箇所は、長崎県下 4,457

箇所にのぼった。土砂災害の特徴は、狭い地域内でし

かも同時多発した点である。これは 20 日までの雨で

水を十分に含み軟弱化していた地盤が、一度に強い雨

を受けたために、種々の要因が重なり合って崩壊した

ものと考えられている。土砂災害の主な特徴としては

次の事項が挙げられる。 

①従来の土質力学的安定計算では十分安全と思われ

る傾斜角 25 度以下の緩斜面においても、大規模な土

砂崩壊が起こった。 

②中小開発団地では市街化区域の周辺部と、区域内に

残された小高い山で斜面崩壊が多発した。 

③谷頭部または渓岸に崩壊源をもち、崩壊土砂が一気

に土石流化する崩壊型土石流が多かった。 

（３）死者・行方不明者の特徴 

 被災者 299 人を大別すると、土砂崩れによる被災

者 262 人(87.6%)と出水による被災者 37 人(12.4%)と

なる。このように全死者の約 90%が土砂災害による

ものであり、改めてその恐ろしさが浮き彫りにされた。

人的災害の原因となった崩壊箇所に注目すると、大規

模な土砂崩れは市街地近郊で生じ、小規模なものは未

開発の自然と接する住宅地の外縁部、すなわち、市街

化区域の周辺で生じた。また、出水の発生した時刻が

帰宅時間であったため、出水による被災は自動車使用

中に罹災したケースが多かった。 

（４）都市機能マヒ 

 河川氾濫と土砂崩れにより、道路網、旧国鉄長崎本

線・路面電車・バス等の交通機関、水道・都市ガス・

電気といったライフライン、通信施設が広範囲に被害

を受けた。分業を指向する現代の都市生活は、需要者

と供給者を結ぶ種々のネットワーク・ライフラインの

上に成り立っているが、これらの機能が全く脆弱であ

ることが露呈した。また、これらの復旧には長時間を

要し、都市機能マヒに起因する水害の間接被害の大き

さが指摘された。復旧のネックになったのは、長崎の

地形的制約を反映した脆さを持つ道路網であった。長

崎市の観光産業等が深刻な影響を受けた。 

（５）災害情報の収集・伝達に関わる問題点 

 災害情報の伝達および防災諸機関の対応について、

いくつかの問題が指摘された。 

①長崎県は梅雨末期の集中豪雨の頻発地であるにも

かかわらず、気象情報が生かされなかった。 

②長崎市全域で災害が発生したため、防災機関の災害

情報収集に障害が生じた。 

③長崎市災害対策本部の通信手段が一般回線に依存

しており、災害情報の収集・関係機関の連絡が円滑に

なされていなかった。 

④災害時の各種の通報の伝達、災害報道さらに個人情

報の伝達等、災害時における放送機関の重要さが再認

識された。 

（６）クルマ社会と水害 3) 

 車の被害は約２万台、車の流失、土砂崩れによって
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車内にいた約 20 人が犠牲になった。特に、出水によ

る被災者の 40%は車で走行中に被災した。風水害に

よる車の被害としては空前の規模であった。 

坂の街長崎では集中豪雨によって、あっという間に

濁流が道路に押し寄せて川のようになったために、帰

宅途中の数多くのマイカー等が被害を受けた。ドライ

バーに豪雨時運転の経験および予備知識がほとんど

なかったので、運転中のドライバーはギリギリの瞬間

まで車にこだわった。このため、多くのドライバーは

避難するのがやっとで、車に乗ったまま流されるケー

スさえかなりあった。また、車も防水対策が殆んどな

されていないので、冠水による電気系統の障害等によ

るエンストが続出し、車は路上に放置された。特に、

浮いて流された車では水圧のために車のドアが開け

にくいという事態が生じ、ドライバーは窓ガラスを開

けて脱出した。ところが、パワーウインドウ(電動窓)

付きの車では、冠水による電気系統の障害のために窓

ガラスが人力では開けられず、脱出できないという危

険な状態が生じた。便利さを求めて自動化の進んだ現

代の車が、災害時にはかえって不便かつ危険となった。

放置された車が道路を塞いでしまったために、通行で

きるはずの車高の高い路線バスや消防車等の緊急車

両が立ち往生した。流された車は、建物の 1 階部分

を破壊したり、流木と一緒になって堰を作り市街地の

冠水の原因になった。翌日には、道路上や河川で流さ

れた車が無残な姿をさらし、特に道路上の放置車両が

災害復旧の妨げになった。車と建物地階の洪水時の防

災対策については、京都大学防災研究所の研究者らに

よって、実験的研究が実施された 5)。 

 

３．長崎防災都市構想の策定と復興 

（１）長崎防災都市構想策定委員会の設置とその骨子 

 災害によって大きな被害を受けた原因としては、気

象観測史上１位を記録した驚異的な集中豪雨のほか、

豪雨による被災歴がなかったこともあって都市計画

で防災が十分に配慮されていなかったことも考えら

れる。また、半壊した国の重要文化財眼鏡橋は長崎市

の重要な観光資源でもあり、橋の周辺の公園は市民の

憩いの場ともなっていたので、現地復元の可否につい

ては市民の関心も高かった。中島川の復旧事業は地域

住民の意向も十分踏まえつつ、慎重に検討する必要が

生じたことから、防災と観光資源・文化財の保存とい

う相反する面もある複数の課題を適切な調和を図り

つつ解決することが必要となった。 

 そこで、災害の反省と教訓および中島川の石橋問題

も踏まえて、防災面から見た新しい県土、都市づくり

を進めるために、関係行政機関、学識経験者、諸団体

等の参加を得てハード・ソフトの両面にわたる防災対

策を検討するために、長崎防災都市構想策定委員会が

設置された。この委員会では、単に防災性を高めるた

めの防災都市づくりではなく、長崎経済の活性化、効

率的な都市機能の発揮、快適な住環境の整備、住民の

総合的福祉の充実等の実現を目指し、長崎市の特性を

活かした総合的かつ計画的な都市の復興を進めるた

めに、災害の課題を抽出した。委員会の答申の主な提

言は表 1 に示すとおりである。 

 この委員会には、専門家だけでなく地域団体の代表

表 1 防災都市構想のための検討項目とその課題 

項 目 課 題

治 水 対 策

１ 中島川、浦上川上流部の利水ダム

の治水化および広域利水の推進 
２ 中島川河道改修 
３ 重要文化財眼鏡橋とその他石橋群

の保存等 
４ 浦上川、八郎川等の河川改修 
５ その他雨水排水対策 

斜 面 対 策

１ 危険判定方法の見直し 
２ 災害危険区域等の指定および土砂

災害防止対策 
３ 今後の斜面宅地開発 
４ 土石流危険渓流対策 

都 市 整 備

１ 適正な都市利用 
２ 避難路、避難地の整備 
３ 不燃化対策 
４ その他街づくり 

交 通 体 系
１ 防災ネットワークの確立 
２ 道路の防災技術の確立 

防 災 体 系

１ 避難，警報システム等の確立 
２ 情報収集伝達システムの確立 
３ 防災教育と広報活動の推進 
４ 官民一体となった防災体制の確立
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写真 1  完成した眼鏡橋バイパス水路 

（右岸 1988 年、左岸 2006 年完成）

（住民、商工団体、議会）も参加しており、しかもす

べて公開で開催された。当時としては画期的な取組み

であった。ハード一辺倒の防災事業から脱却するきっ

かけとしても評価すべきである。ただし、当時この防

災都市構想の進行管理の仕組みがなく、事業部署ごと

に任されたこととライフライン等の事業者が参加し

ていなかったことが課題として挙げられる。 

（２）主な提言とその達成状況 

(イ)  河川改修と緊急治水ダム事業 

 今回の豪雨規模に耐えることを基本に、洪水流量の

低減を図るために、抜本的な河川の改修とダムによる

洪水調整が決定された。これに伴って、中島川上流の

水道専用の本河内、西山ダムおよび浦上川上流の浦上

ダムの改修が提言された。これまでの水道専用の利水

ダムの治水ダム化に当たっては、水資源が乏しい長崎

市では広域的に利水水源の確保を図る必要が生じた。 

 治水ダム化の緊急性から「長崎水害緊急治水ダム事

業」として本河内高部、同低部、西山、小ケ倉および

浦上ダムの５つを１事業として被災翌年の 1983年度

より工事が行われた。市街地を貫流する都市河川であ

り、新しいダムサイトがないことから、例えば、中島

川については上流既設の水道専用ダムである本河内

高部ダム、同低部ダムおよび西山ダムの利水容量を治

水目的に変更し、洪水流量についてはダムによる洪水

調整や河道改修によって対処した。中島川上流部にあ

る西山ダム、本河内高部ダム・低部ダムは、いずれも

明治時代に建設され、歴史的に価値が高い近代土木遺

産として評価を受けていた。このため、これらのダム

は、歴史的ダム保全事業としても指定を受けていたた

めに、長崎県は既設ダムの歴史的価値を損なうことな

く、治水・利水機能を付加する改修工事を行った。ダ

ムの堤体を保存するために、西山ダムについては既設

堤体の下流の約 60m にコンクリートダムを新設し、

1999 年に完成した。続いて、本河内高部ダムでは既

設の土堤体の上流約 60m の地点にコンクリートダム

を新設し、2005 年に完成した。また、同低部ダムで

は、既設堤体上流面のコンクリートを厚くするととも

に、治水化に伴い、新たに洪水吐きを設置した。堤体

工事は、2008 年に着手され、2011 年に概成した 5)。 

 (ロ) 眼鏡橋と中島川復興事業 

 市民の関心が高い眼鏡橋のある中島川の復興事業

については、長崎防災都市構想策定委員会で復興対策

を決めた。同委員会は、「中島川沿いは、長崎市の持

つ独特の雰囲気をかもしだし、加えて市民の憩いの場

ともなっているので、中島川改修に当たっては景観に

十分配慮するとともに、新しく架け替えられる橋は住

民の意向を踏まえ、可能な限り石橋とし、道路橋につ

いても周囲の環境を十分に配慮した近代橋とする。ま

た、河川の護岸等は景観を考慮し、努めて石積みとす

る。重要文化財眼鏡橋は市民の意向と模型実験の結果

を踏まえ、暗渠バイパスを両岸に掘削して、計画洪水

流量を確保することによって現在位置に復元が望ま

しい」と提言した。模型実験を行い最終的な結論とし

て、眼鏡橋は現位置にそのまま残すことが決定され、

眼鏡橋付近の洪水を安全に流下させるため、両岸にバ

イパス水路が計画された。中島川の眼鏡橋周辺の復興

は、「河川激甚災害対策特別緊急事業」により整備さ

れた。眼鏡橋付近の両岸のバイパス水路のうち、右岸

バイパスについては都市公園の地下空間工事であっ

たため、1988 年に完成した。一方、左岸側バイパス

の予定地は民地で、商店等の 46 戸の建物があり、長

崎県は移転交渉に 20 年間を要した。さらに、着工に

当たっても施工方法、工期についての協議が続けられ、
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2 年後に地元との合意が得られた。左岸バイパス工事

は 2003 年に着工され、2006 年に完成した（写真 1）。 

 2012 年 7 月九州北部豪雨災害で大分県中津市耶馬

渓地区は山国川の氾濫で洪水被害を受けた。被災地区

の市民が、中津市の有形文化財に登録されている 5

連の石橋馬渓橋（1923 年完成）の架け替えの要望書

を中津市に提出した。洪水時に橋に流木等が引っかか

り、ダム化したことで氾濫を招いたことから、地域で

話し合って要望した。馬渓橋は景勝地「青の洞門」と

ともに観光資源であることから、復興にあたっては安

全と景観の両面からの検討が今後進められるものと

考える。中島川の眼鏡橋バイパスの建設には 20 年

以上の年月を要したことから、被災地では工期の長

さが懸念されている。 

(ハ)  交通対策 

 交通網の不備が被害の拡大要因になり、復旧時でも

国道 34 号の日見地区の通行再開まで約１箇月を要し

た。災害に強い基幹交通網の１つとして長崎防災道路

ネットワーク調査報告書の提言を受けて、一般国道日

見バイパスが整備された。同バイパスは、長崎外環状

線と接続することにより長崎都市圏の道路ネットワ

ークの一環となる計画とした。長崎市の道路網の不足

は以前から問題であったが、災害を契機として道路の

整備に対する理解が得られかなり進捗した。国道 34

号長崎バイパスの４車線化、県道野母港線の拡幅工事

等がその例である。 

 (ニ)  都市計画と再開発 

 答申の内容は、都市計画における市街化調整区域の

整備、開発、保全のあり方にとり入れられた。長崎市

では、斜面市街地の再開発や住宅地の開発に都市防災

が考慮されている。主な項目として、以下のものが挙

げられる。 

① 長崎都市計画市街化区域および市街化調整区域の

整備、開発又は保全の方針 

 長崎県によるこの方針には、都市防災に関する項が

設けられた。すなわち、「災害危険のおそれのある地

区の改善を積極的に促進し、道路網の整備、公園、緑

地の整備により、市街地の防災機能の向上を強化する。

また、土地利用計画により保水、遊水機能を保全すべ

き地区についてはできるだけ市街化を抑制する」とし

ている。災害後の対応として、流域の一定規模以上の

開発に対する長崎県版「防災調節池の設置基準」の策

定およびグラウンド、公園等での雨水の一時貯留や透

水性道路といった浸透性施設の整備に結びついた。 

②長崎市住環境整備方針策定調査 

 長崎市は、官民一体で安全で快適なまちづくりと都

市基盤の整備を目指した「斜面都市・長崎」のまちづ

くりに総合的、長期的視点から積極的に取り組んだ。

長崎市の斜面市街地は市街地全体の 70％を占めてお

り、その市街地がほとんど住宅系の土地利用であり、

防災を始めとして、高齢化の問題、人口減、住宅、道

路、交通、上水道・都市ガス等の供給、下水やごみ等

の処理等の広範囲な問題を抱えていた。長崎市は斜面

市街地の現状の調査・分析を広範囲な視点から行い、

かつ斜面市街地形成の歴史的経過を踏まえながら、将

来に悔いを残さない事業を展開できるよう斜面市街

地整備方針の策定とその事業化に向けた検討した。さ

らに、長崎市独自の整備手法、施策確立のための庁内

協議会を発足させ、斜面のまちづくりに取り組んだ。

現在、防災、福祉、介護の視点も考慮した指標により

再生整備の見直しを行うとともに、従来の行政主導か

ら市民主体のまちづくりや民活を導入したソフト施

策に取り組んでいる。 

（３）長崎県防災対策検討委員会の設置および提言 

ソフト対策を検討する長崎県防災対策検討委員会

も設置された。そこで、「県民の生命・財産の保護を

優先」とし、情報の収集・伝達、住民の避難体制を確

立する答申をまとめた。これによって、自主防災組織

の育成、危険地区毎の土石流予警報装置(雨量計)の設

置促進、防災行政無線の導入等がなされた。 

 

４．国レベルの対策について 

（１）気象情報の改善  

豪雨災害時に指摘された大雨警報の予報区の細分
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化の必要性や「異常な雨であることを伝えられるか」

については、気象庁が直ちに導入できたのは 1983 年

10 月からの記録的短時間大雨情報であった 2)。その

後 2004 年 7 月新潟・福島豪雨の教訓等を経て、2010

年 5 月から大雨警報の市町村ごとの発表、2012 年 6

月からは「経験したことのない大雨」と言う表現が導

入され、2013 年 8 月から特別警報が導入される予定

で当時の課題がほぼ解決された。 

（２） 土砂災害対策 

 人的被害の主要原因となった土砂災害については、

防災施設の整備に加えて、1982 年 8 月に「総合的な

土石流対策の推進について」と題する建設次官通達が

出され、土砂災害警戒避難体制の整備をはじめとする

ソフト対策が導入された。この結果、土砂災害防止月

間、土砂災害危険箇所の調査・周知、土石流警戒避難

基準雨量の設定等がなされた。長崎県で全国に先駆け

て導入された土石流警戒雨量基準については、気象業

務法に基づく土砂災害警戒情報として整備され、大雨

警報（土砂災害）の発表後に出される情報として整備

された。 

1999 年 6 月広島、呉の土砂災害をきっかけとして

総合的な土砂災害防止対策が土砂災害防止法に基づ

いて実施されるようになった。長崎県内の土砂災害

警戒区域等の指定は、2004 年度から開始され、

2012 年 6 月時点で 5,893 箇所が指定されている 5)。

長崎市については、2012 年 3 月時点で土砂災害警

戒区域が 2,595 箇所、土砂災害特別警戒区域が

2,445 箇所となっている。土地区画整理事業施行区

域内への土砂災害特別区域の指定や公共事業に伴

う移転先への土砂災害特別警戒区域の指定がされ

たために、既存の計画の見直しや土砂災害特別警

戒区域の見直しの要望等の対応がなされた。また、

土砂災害防止法は、ハード対策の補完を目的とし

たものであるが、運用してみると事業要望の増加

を招いているという。結果として、土砂災害特別

警戒区域を解消するために対策して欲しいとの要

望が年中寄せられるようになっていると指摘して

いる 5)。 

 

５．災害環境の変化 

豪雨災害から 30 年にして、当時指摘された課題の

多くが解決された。しかし、長崎豪雨災害を知らない

世代が増え、災害体験が風化しつつある。地方都市を

中心に少子高齢化と過疎化が進行し、地域防災を支え

る人材も少ないこと等から地域が弱体化している。市

町村合併による自治体面積の増加と職員の減少、財源

不足等で市町村の防災対応力も低下している。さらに、

短時間降水量の増加とともに、2011 年 8 月末からの

台風 12 号による紀伊半島の災害や 2012 年 7 月九州

北部豪雨災害のように、長崎豪雨並の豪雨が何時起こ

ってもおかしくない状況にある。さらに、活断層の存

在が明確でない地方都市でも、マグニチュード 7、震

度 6 クラスの地震が頻発していることを考慮すると、

斜面地や半島・島嶼が多い長崎でも地震対策を充実さ

せる必要がある。このような災害環境の変化や東日本

大震災の教訓を反映した県内の市町の地域防災計画

の見直しが始まっている。 

 

６．30 周年の検証とこれから 

 2012 年 7 月から長崎豪雨災害から 30 周年を契機

に長崎県内ではさまざまな防災のイベントが開催さ

れた。長崎豪雨災害の復興事業はほぼ終了しているこ

とから、主としてソフト対策についての検証がなされ

た。長崎豪雨災害の体験を次世代に引き継ぐためのパ

ネルや映像の作成、寸劇の創作、災害語り部の活用等

がなされ、市街地での冠水深等の表示・被害状況を示

す陶板の設置や災害資料の電子化による公開等が提

案された。また、地域の防災マップづくりや防災教育

の有効性、長崎市防災リーダーの活用効果等が確認さ

れた。さらに、長崎市山川河内地区の念仏講饅頭配り

等の地域防災活動の先進例の掘り起こしがなされ、地

域の絆の重要性とこれを防災活動に結び付ける公助

の役割が議論された 5)。これらを受けて自助、共助、

公助の各主体の役割分担と関係機関の連携を明確に
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する県防災基本条例の制定、実効的な地域防災計画に

するための県防災会議の構成員の見直し、危機管理部

門と土木部門（河川、砂防）との人事交流が実現した。 

県防災基本条例「みんなで取り組む災害に強い長崎県

づくり」では長崎豪雨災害等の災害教訓の継承、観光

地長崎県ならではの観光施設等の利用者の安全確保

が盛り込まれた。さらに、長崎豪雨災害の被災状況、

その後の取組み、教訓等を伝えることを目的として、

長崎大水害 Web 図書館 7)が長崎県によって開設され

た。 

 本報告で述べたように、長崎豪雨災害時に指摘され

た課題は 30 年経過してほぼ解決されたといえる。 

しかし、長崎防災都市構想の進行管理、被災者の生活

再建、住宅の防災集団移転、災害遺構の保存等につい

ては当時ほとんど議論されなかった。また、長崎豪雨

災害は当時まさに想定外の豪雨で、頻度が低い災害と

認識されたこともあって、他の都市の関心は一般に低

かったと認識している。鹿児島市内を流れる甲突川に

五石橋が架かっていた鹿児島県は例外で、河川管理者

は長崎豪雨災害直後から甲突川の洪水対策を検討し

ていた。1993 年 8 月鹿児島豪雨災害後に被災した甲

突川の五石橋のうち流失を免れた 3 橋は石橋記念公

園に移設保存された。長崎での現地保存と別の保存方

法が選択されたが、筆者はその都市の都市構造、都市

計画や交通計画を基にふさわしい対策を選べばよい

と考えている。 

 このように、当時は長崎豪雨災害後の復旧・復興対

策は眼鏡橋の現地保存を除いて全国的な関心は呼ば

なかった。しかし、現在は豪雨の巨大化があり、豪雨

災害の発生のリスクが高まっているので、文献 2）に

まとめた長崎豪雨災害の災害教訓は参考になると考

えている。 

 最後に、文献 6）のまえがきに示した文章を再掲し

て稿を閉じる。「災害はその時代、その地域の特徴を

忠実に反映して生じる。わたしたちが使用し、利用す

るもの、ひいては生活様式が水害に反映することを認

識して、身の回りを水害との関係で観察し、それに備

えることを希望する」。 
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